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令
和
４
年
度
の

税
制
改
正
要
望
を
概
観
す
る

　

コ
ロ
ナ
禍
の
長
期
化
に
伴
う
対
策
費

用
捻
出
の
た
め
、
イ
ギ
リ
ス
・
ア
メ
リ

間
近
に
控
え
て
の
タ
イ
ミ
ン
グ
と
な
っ

た
た
め
か
、
国
税
１
６
３
項
目
（
昨
年

度
２
３
６
項
目
）、
地
方
税
１
６
６
項

目
（
昨
年
度
２
３
９
項
目
）
と
昨
年
度

に
比
べ
て
項
目
数
も
少
な
く
、
ま
た
、

内
容
的
に
も
例
年
以
上
に
適
用
期
限
の

延
長
・
既
存
税
制
の
拡
充
が
中
心
で
、

新
規
の
改
正
要
望
は
少
数
に
と
ど
ま
り

ま
し
た
。

　

要
望
内
容
の
方
向
性
と
し
て
は
、
昨

年
度
に
引
き
続
き
コ
ロ
ナ
禍
で
苦
境
に

あ
る
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
や
生

活
困
窮
者
の
支
援
、
国
家
施
策
と
し
て

掲
げ
ら
れ
た
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ

ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
対
応
等
が
中
心

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
ん
な
な
か
で
今
回
最
も
注
目
を
集

め
て
い
る
の
は
、
経
済
産
業
省
か
ら
出

さ
れ
た
「
経
済
の
デ
ジ
タ
ル
化
等
に
対

応
し
た
新
た
な
国
際
課
税
制
度
へ
の
対

応
」
で
す
。

　

経
済
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展
に
伴

い
、
恒
久
的
施
設
（
Ｐ
Ｅ
）
の
有
無
に

よ
っ
て
課
税
国
を
判
定
す
る
と
い
う
現

行
の
国
際
課
税
原
則
が
合
理
性
を
持
た

な
く
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
経
済
協
力
開

発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
を
中
心
に
新
ル

ー
ル
に
つ
い
て
の
議
論
が
進
め
ら
れ
て

き
た
結
果
、
こ
と
し
10
月
に
「
デ
ジ
タ

ル
課
税
」「
ミ
ニ
マ
ム
タ
ッ
ク
ス
」
と

い
う
２
本
柱
の
新
ル
ー
ル
に
つ
い
て
最

カ
等
で
は
法
人
税
率
の
引
上
げ
が
発
表

さ
れ
て
い
る
な
か
、
令
和
４
年
度
税
制

改
正
の
動
向
が
非
常
に
気
に
な
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
今
回
の
要
望
事
項

の
公
表
は
、
衆
議
院
の
解
散
総
選
挙
を

終
合
意
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

国
際
課
税
原
則
が
約
百
年
前
に
確
立

し
て
以
来
の
歴
史
的
な
見
直
し
と
な
る

今
回
の
合
意
の
下
、
令
和
５
年
導
入
を

目
指
し
て
、
今
後
の
法
整
備
の
動
向
が

注
視
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

以
下
で
は
、
中
小
企
業
関
連
税
制
を

中
心
に
主
要
な
改
正
要
望
事
項
を
ま
と

め
て
い
ま
す
。

法
人
関
連
税
制

⑴ 

　
完
全
子
法
人
株
式
等
の
配
当
に
係

る
源
泉
徴
収
の
廃
止

　

今
回
新
規
の
要
望
と
し
て
、
完
全
子

法
人
株
式
等
お
よ
び
関
連
法
人
株
式
等

の
配
当
に
係
る
源
泉
徴
収
を
不
適
用
と

す
べ
き
と
の
要
望
が
金
融
庁
か
ら
出
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

現
行
制
度
で
は
、
完
全
子
法
人
等
か

ら
の
配
当
等
に
つ
い
て
は
、
親
法
人
の

法
人
税
の
算
定
に
あ
た
り
益
金
不
算
入

と
さ
れ
る
場
合
で
も
源
泉
徴
収
の
対
象

と
さ
れ
て
お
り
、
一
旦
、
配
当
金
を
支

払
う
側
で
源
泉
徴
収
・
納
付
の
う
え
、

確
定
申
告
時
に
親
法
人
等
が
納
付
額
か

ら
差
し
引
く
処
理
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
源
泉
徴
収
の
制
度

趣
旨
に
沿
っ
て
い
な
い
う
え
、
納
付
と

還
付
の
手
間
が
か
か
っ
て
非
効
率
で
あ

る
と
の
指
摘
が
あ
り
、
今
回
の
要
望
は

各省庁から要望のあった令和４
年度の税制改正項目のうち、中
小企業に関連する項目について
主なポイントを解説します。

佐々田　智子
佐々田公認会計士事務所
公認会計士・税理士

こんな項目が
検討されています

法人関連
税制 中小企業関連

税制

土地・住宅
税制

個人関連
税制

その他の
要望

令和４年度の「税制改正」

企業実務2112_P41-43税制改正_入稿＋修正.indd   41 2021/11/12   18:03



42企業実務　2021．　12

そ
れ
に
対
処
し
た
も
の
で
す
。

⑵�
　
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進

税
制
の
適
用
期
限
延
長

　

大
企
業
の
有
す
る
資
金
・
技
術
・
販

路
等
経
営
資
源
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企

業
で
の
活
用
の
促
進
、
お
よ
び
企
業
の

事
業
再
構
築
の
加
速
化
を
目
的
と
し

て
、
事
業
会
社
か
ら
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

企
業
へ
の
出
資
に
対
す
る
一
定
の
所
得

控
除
を
認
め
る
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
促
進
税
制
に
つ
い
て
、
適
用
期
限

を
令
和
５
年
度
末
ま
で
と
す
る
要
望
が

経
済
産
業
省
か
ら
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑶�

　
地
方
拠
点
強
化
税
制
の
拡
充
お
よ

び
延
長

　

一
部
ま
た
は
全
部
の
本
社
機
能
の
地

方
へ
の
移
転
・
地
方
に
本
社
を
置
く
企

業
の
本
社
増
築
・
増
強
等
を
対
象
に
、

建
物
等
の
取
得
・
新
規
雇
用
そ
れ
ぞ
れ

に
対
し
て
税
額
控
除
（
建
物
等
の
取
得

の
場
合
に
は
特
別
償
却
も
選
択
可
）
を

受
け
ら
れ
る
い
わ
ゆ
る
地
方
拠
点
強
化

税
制
に
つ
い
て
、
適
用
要
件
を
緩
和

し
、
期
限
を
令
和
５
年
度
末
ま
で
と
す

る
要
望
が
内
閣
府
か
ら
出
て
い
ま
す
。

⑷�

　
印
紙
税
の
あ
り
方
の
検
討

　

近
年
の
電
子
取
引
の
増
大
に
伴
い
、

印
紙
税
の
文
書
課
税
方
式
が
経
済
取
引

の
実
態
に
そ
ぐ
わ
な
く
な
っ
た
こ
と
に

よ
る
印
紙
税
の
あ
り
方
の
抜
本
的
見
直

し
が
、
引
き
続
き
経
済
産
業
省
か
ら
要

望
さ
れ
て
い
ま
す
。

中
小
企
業
関
連
税
制

⑴�

　
中
小
法
人
の
交
際
費
課
税
の
特
例

の
延
長

　

中
小
法
人
が
支
出
し
た
交
際
費
等
の

う
ち
８
０
０
万
円
（
定
額
控
除
限
度

額
）
ま
で
を
全
額
損
金
算
入
可
能
と
す

る
特
例
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
を
２
年

延
長
（
令
和
５
年
度
末
ま
で
）
す
る
要

望
が
経
済
産
業
省
か
ら
出
て
い
ま
す
。

⑵�

　
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却

資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特

例
措
置
の
延
長

　

中
小
企
業
者
等
を
対
象
と
し
た
取
得

価
額
30
万
円
未
満
の
少
額
減
価
償
却
資

産
に
つ
い
て
、
合
計
３
０
０
万
円
を
限

度
と
し
て
即
時
償
却
を
認
め
る
特
例
の

適
用
期
限
を
２
年
延
長
（
令
和
５
年
度

末
ま
で
）
す
る
要
望
が
経
済
産
業
省
か

ら
出
て
い
ま
す
。

⑶�

　
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
再

編
・
統
合
等
に
係
る
税
負
担
の
軽
減

措
置
の
延
長

　

認
定
を
受
け
た
経
営
力
向
上
計
画
に

基
づ
き
、
合
併
や
会
社
分
割
等
の
再

編
・
統
合
を
行
な
っ
た
際
に
発
生
す
る

登
録
免
許
税
の
軽
減
措
置
を
、
令
和
５

年
度
末
ま
で
と
す
る
要
望
が
経
済
産
業

省
か
ら
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑷�

　
コ
ロ
ナ
禍
等
を
踏
ま
え
た
法
人

版
・
個
人
版
事
業
承
継
税
制
の
拡
充

　

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
経
営

者
の
高
齢
化
が
急
速
に
進
展
し
、
円
滑

な
事
業
承
継
に
よ
る
事
業
の
持
続
的
発

展
が
喫
緊
の
課
題
と
さ
れ
て
い
る
な

か
、
平
成
21
年
度
に
事
業
承
継
時
の
相

続
税
・
贈
与
税
の
負
担
を
猶
予
す
る

「
事
業
承
継
税
制
」
が
創
設
さ
れ
て
以

降
、
制
度
の
拡
充
が
行
な
わ
れ
て
き
ま

し
た
が
、
今
般
の
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で

事
業
承
継
時
期
を
後
ろ
倒
し
に
す
る
ケ

ー
ス
が
増
加
し
て
お
り
、
事
業
承
継
税

制
の
申
請
件
数
も
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
て
、
経

済
産
業
省
か
ら
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
も
加

味
し
た
法
人
版
・
個
人
版
事
業
承
継
税

制
の
さ
ら
な
る
拡
充
が
要
望
さ
れ
て
い

ま
す
。

⑸�

　
経
営
者
の
私
財
提
供
に
係
る
譲
渡

所
得
の
非
課
税
措
置
の
拡
充
お
よ
び

延
長

　

中
小
企
業
の
再
生
を
支
援
す
る
観
点

か
ら
、
再
生
企
業
の
保
証
人
と
な
っ
て

い
る
経
営
者
が
、「
合
理
的
な
再
生
計

画
」
に
基
づ
き
当
該
再
生
企
業
に
対
し

て
事
業
用
資
産
の
私
財
提
供
を
行
な
っ

た
場
合
に
は
、
令
和
４
年
３
月
末
ま
で

の
間
、
当
該
資
産
に
係
る
譲
渡
益
を
非

課
税
と
す
る
特
例
に
つ
い
て
、
適
用
対

象
者
の
拡
大
と
、
適
用
期
限
の
３
年
間

の
延
長
を
求
め
る
要
望
が
金
融
庁
等
か

ら
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑹�

　
そ
の
他

　

経
済
産
業
省
等
か
ら
、
小
規
模
企
業

等
に
係
る
税
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検

討
す
る
要
望
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
影
響
に
よ
る
企
業
の
倒
産
や
休
廃

業
件
数
の
増
加
の
可
能
性
等
を
踏
ま
え

た
中
小
企
業
に
対
す
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
制
度
の
適
正
化
に
向
け
た
税
制
整

備
等
の
要
望
が
出
て
い
ま
す
が
、
具
体

的
な
内
容
に
つ
い
て
は
示
さ
れ
て
い
ま

せ
ん
。

土
地
・
住
宅
税
制

⑴�

　
固
定
資
産
税
の
軽
減
措
置

　

令
和
３
年
度
に
お
い
て
は
、
評
価
替

え
の
結
果
、
税
額
が
上
昇
す
る
す
べ
て

の
土
地
に
つ
い
て
前
年
度
税
額
に
据
え

置
く
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
し
た
が
、
令

和
４
年
度
も
大
き
く
地
価
が
上
昇
し
た

地
域
を
中
心
に
固
定
資
産
税
負
担
が
増
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大
２
０
０
万
円
ま
で
の
緊
急
小
口
資
金

等
の
特
例
貸
付
に
つ
い
て
、
一
定
の
条

件
を
満
た
し
償
還
を
免
除
さ
れ
た
場
合

の
債
務
免
除
益
を
非
課
税
と
す
る
措
置

が
要
望
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵�

　
ひ
と
り
親
家
庭
住
宅
支
援
資
金
貸

付
金
に
係
る
非
課
税
措
置
の
創
設
等

　

自
立
に
向
け
て
意
欲
的
に
取
り
組
む

ひ
と
り
親
へ
の
支
援
と
し
て
住
居
費
の

貸
付
を
行
な
う
「
ひ
と
り
親
家
庭
住
宅

支
援
資
金
貸
付
金
」
の
制
度
に
お
い
て

一
定
の
条
件
を
満
た
し
返
済
免
除
と
な

っ
た
場
合
の
債
務
免
除
益
や
、
ひ
と
り

親
が
教
育
訓
練
を
受
講
す
る
場
合
の
受

講
費
を
助
成
す
る
自
立
支
援
教
育
訓
練

給
付
金
・
修
学
中
の
生
活
費
等
を
補
助

す
る
高
等
職
業
訓
練
給
付
金
の
拡
充
分

等
に
つ
い
て
、
非
課
税
措
置
等
を
求
め

る
要
望
が
厚
生
労
働
省
か
ら
出
さ
れ
て

い
ま
す
。

⑶�
　
そ
の
他

　

金
融
所
得
の
損
益
通
算
範
囲
の
デ
リ

バ
テ
ィ
ブ
取
引
・
預
貯
金
等
へ
の
拡

大
、
所
得
税
法
上
の
生
命
・
介
護
医

療
・
個
人
年
金
の
各
保
険
料
控
除
の
最

高
限
度
額
（
お
よ
び
保
険
料
控
除
の
合

計
適
用
限
度
額
）
の
拡
大
、
死
亡
保
険

金
の
相
続
税
非
課
税
限
度
額
の
引
上
げ

（
現
行
限
度
額
に
「
配
偶
者
お
よ
び
未

事
に
要
し
た
借
入
金
の
残
高
の
一
定
割

合
を
所
得
税
額
か
ら
控
除
す
る
特
例
措

置
を
２
年
延
長
し
、
令
和
５
年
末
ま
で

と
す
る
要
望
が
国
土
交
通
省
等
か
ら
出

て
い
ま
す
。

個
人
関
連
税
制

⑴�

　
緊
急
小
口
資
金
等
の
特
例
貸
付
に

係
る
非
課
税
措
置
の
創
設

　

厚
生
労
働
省
か
ら
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
生
活

困
窮
者
を
対
象
に
実
施
さ
れ
て
い
る
最

加
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
お
り
、
景
気

低
迷
へ
の
配
慮
等
、
必
要
な
措
置
が
国

土
交
通
省
等
か
ら
要
望
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵�

　
既
存
住
宅
の
耐
震
・
バ
リ
ア
フ
リ

ー
・
省
エ
ネ
・
三
世
代
同
居
・
長
期

優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
に
係
る
特

例
措
置
の
延
長

　

耐
震
化
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
、
省
エ

ネ
化
、
三
世
代
同
居
化
、
長
期
優
良
住

宅
化
を
目
的
と
し
た
一
定
の
改
修
工
事

を
行
な
っ
た
場
合
に
、
標
準
的
な
工
事

費
用
相
当
額
の
一
定
割
合
、
ま
た
は
工

成
年
の
被
扶
養
法
定
相
続
人
数
×
５
０

０
万
円
」
を
上
乗
せ
）、
上
場
株
式
等

の
相
続
税
評
価
方
法
の
見
直
し
等
の
要

望
が
前
年
度
以
前
か
ら
引
き
続
き
金
融

庁
等
か
ら
上
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
他
の
要
望

●�

電
子
帳
簿
等
保
存
制
度
に
お
い
て
使

用
す
る
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
の
認
定
機

関
を
総
務
大
臣
へ

　

令
和
４
年
１
月
か
ら
改
正
電
子
帳
簿

保
存
法
が
施
行
さ
れ
、
電
子
帳
簿
保
存

に
係
る
制
度
運
用
が
大
き
く
変
わ
る
予

定
で
す
。

　

こ
れ
を
受
け
て
総
務
省
か
ら
は
、
電

子
帳
簿
保
存
に
あ
た
っ
て
使
用
す
る
タ

イ
ム
ス
タ
ン
プ
の
認
定
機
関
を
、
現
行

の
一
般
財
団
法
人
日
本
デ
ー
タ
通
信
協

会
に
代
わ
り
総
務
大
臣
に
よ
る
認
定
に

移
行
す
べ
き
と
の
要
望
が
出
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

今
回
の
要
望
は
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ

の
総
務
大
臣
に
よ
る
認
定
制
度
が
創
設

さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
現
行
認
定
機
関

で
あ
る
一
般
財
団
法
人
日
本
デ
ー
タ
通

信
協
会
を
総
務
大
臣
に
よ
る
認
定
制
度

上
の
「
指
定
調
査
機
関
」
に
移
行
さ

せ
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
認
定
の
総
務
大

臣
へ
の
一
元
化
を
図
る
方
針
に
よ
る
も

の
と
見
ら
れ
ま
す
。　
　
　
　
　
　

■令和４年度の主な税制改正要望項目

法人関連税制

・�完全子法人株式等の配当に係る源泉徴収の廃止
・�オープンイノベーション促進税制の適用期限延
長
・�地方拠点強化税制の拡充および延長
・�印紙税のあり方の検討

中小企業関連
税制

・�中小法人の交際費課税の特例の延長
・�中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例措置の延長
・�中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る
税負担の軽減措置の延長
・�コロナ禍等を踏まえた法人版・個人版事業承継
税制の拡充
・�経営者の私財提供に係る譲渡所得の非課税措置
の拡充および延長

土地・住宅
税制

・�固定資産税の軽減措置
・�既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世
代同居・長期優良住宅化リフォームに係る特例
措置の延長

個人関連税制

・�緊急小口資金等の特例貸付に係る非課税措置の
創設
・�ひとり親家庭住宅支援資金貸付金に係る非課税
措置の創設等

その他 ・�電子帳簿等保存制度において使用するタイムス
タンプの認定機関を総務大臣へ
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